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続く消耗戦、描けぬ和平
プーチン氏、勢力圏固執

ロシアがウクライナに侵攻を始めてから24日で1年となった。軍事大国のロシアに対し、ウ
クライナは抗戦を続けている。第2次世界大戦後の欧州で最大級の戦争は世界の安全保障にも
転換を迫った。米欧は制裁と軍事支援でロシアによる現状変更の試みに対抗するが、戦況は
消耗戦の様相を深め、和平の展望は描けないままだ。（1面参照）
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ロシアのプーチン大統領は21日の年次教書演説で「戦争を始めたのは西側諸国で、ロシアは
それを止めるために武力を行使している」と主張し、侵攻を正当化した。戦果への言及は乏
しく、想定外の苦戦への手詰まり感は隠せない。

戦争は泥沼化している。ロシアは2022年4月初めに首都キーウ（キエフ）近郊から撤退した
後も、戦力を集めた東部で占領地域を大幅に広げられていない。ウクライナは9月初めに東部
ハリコフ州で反転攻勢に乗り出し、ロシア軍を国境まで追いやった。

焦ったロシアが同月下旬に東・南部4州の併合を一方的に宣言した後も、ウクライナは反攻を
続け南部の州都ヘルソンを奪還した。その後、2月まで東部ドネツク州などをめぐり一進一退
の攻防が続く。北大西洋条約機構（NATO）のストルテンベルグ事務総長は13日、ロシアが
大規模攻勢を始めたと指摘した。

犠牲者は増え続けている。国連機関が確認した民間人の死者は15日までに8006人。戦地の
情報収集が難しく、実際はさらに多いのが確実だ。米軍制服組トップのミリー統合参謀本部
議長は22年11月、死傷者がロシア軍で10万人を超え、ウクライナ軍と合計で20万人以上と
の推計を示した。

戦闘が止まる見通しは立たない。ロシア軍撤退後のキーウ近郊で民間人の遺体が多数見つか
り、対面での停戦協議は22年3月末に途絶えた。当初、2月24日以前の状態までの軍撤退を
求めていたウクライナは、ロシアが14年に一方的に併合を宣言した南部クリミア半島を含む
全領土を取り戻すまで戦うと強調する。



ロシアも兵力を補って長期戦に臨む構えを示す。予備役30万人の部分動員を22年9月に発令
し、1月には軍の規模を26年までに3割増の150万人にすると発表した。時間とともに占領地
域の実効支配を固め、自国に有利な戦況に持ち込む考えとみられる。

強権統治を敷くプーチン氏はソ連構成国で民族的に近いウクライナの民主化を警戒し、勢力
圏にとどめようと固執してきた。米欧の間ではプーチン氏がキーウ攻略やゼレンスキー政権
の打倒といった目標を変えていないとの見方が多い。

戦況はウクライナへの軍事支援の規模とスピードが左右する。米欧は携行型対戦車ミサイル
からりゅう弾砲、高機動ロケット砲システム、長距離の地対空ミサイルへと段階的に供与す
る兵器を変化させてきた。1月には英国に続き、ドイツと米国が主力戦車の供与を決めた。

プーチン氏が劣勢に追い込まれるほど強硬な姿勢を強めるとの懸念もある。ロシアは南部ザ
ポロジエ原子力発電所の占拠を続け、核兵器の使用をちらつかせて米欧を威嚇している。26
年に期限を迎える米ロ間の新戦略兵器削減条約（新START）の履行停止を表明し、核軍縮の
枠組みをめぐっても危機感をあおっている。
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